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道内景気は、緩やかに持ち直している。

需要面をみると、個人消費は、大型小売店販売額が前年を上回ったが、自動車販売が前年

を下回るなど、一部に弱い動きが残っている。住宅投資は、前年を上回っている。設備投資

は、基調としては持ち直している。公共投資は、前年を下回っている。観光は、外国人観光

客の増加が続いている。輸出は、アジアやEU向けなどが増加している。

生産活動は横ばい圏内で推移している。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善

が続いている。企業倒産は件数、負債総額とも減少している。
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軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 

千台 ％ 

76543227/11211109826/7

30

25

20

15

10

5

0 -30

-20

-10

0

10

20

30

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

①百貨店等販売額～４か月連続で増加

７月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋３．３％）は、４か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋２．４％）は、衣料品、身

の回り品、その他の品目が前年を上回った。

スーパー（同＋３．４％）は、衣料品が前年を

下回ったが、飲食料品、身の回り品、その他

の品目が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋３．２％）

は、２２か月連続で前年を上回った。

②乗用車新車登録台数～１６か月連続で減少

７月の乗用車新車登録台数は、１６，７１２台

（前年比▲７．２％）と１６か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋５．１％）、

小型車（同＋１．６％）は増加したが、軽乗用

車（同▲２８．１％）が減少した。

４～７月累計では、５８，９９８台（前年比

▲４．６％）と前年を下回って推移している。

普通車（同＋８．６％）、小型車（同＋２．９％）

は前年を上回っているが、軽乗用車（同

▲２２．１％）が前年を下回っている。

道内経済の動き

― １ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１０月号
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その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛） 分譲 
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③札幌ドーム来場者～３か月連続で増加

７月の札幌ドームへの来場者数は３３９千人

（前年比＋６６．８％）と３か月連続で前年を上

回った。内訳はプロ野球が２４３千人（同

＋９６．６％）、プロサッカーが３５千人（同

＋２．０％）、その他が６１千人（同＋３４．５％）

だった。

試合数はプロ野球が８試合（前年差＋５試

合）、プロサッカーは３試合（同＋１試合）。

１試合あたり来場者数は、プロ野球が３０，３８２

人（前年比▲２６．３％）、プロサッカーが

１１，６７６人（同▲３２．０％）だった。

④住宅投資～４か月連続で増加

７月の新設住宅着工戸数は、３，４０１戸（前

年比＋１５．２％）と４か月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、分譲（同▲７．５％）が

減少したが、貸家（同＋２６．３％）、持家（同

＋４．０％）が増加した。

４～７月累計では、１２，８４９戸（前年比

＋８．３％）と前年を上回っている。利用関係

別では、貸家（同＋９．５％）、分譲（同

＋２３．２％）、持家（同＋１．８％）いずれも増加

している。

⑤建築物着工床面積～５か月ぶりに増加

７月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１８０，７８８㎡（前年比＋４．３％）と５か月ぶりに

前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋７１．６％）、非製造業（同１．１％）とも前年を

上回った。

４～７月累計では、６８３，９３４㎡（前年比

▲１４．９％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲４２．０％）、非製造業（同

▲１１．７％）とも前年を下回っている。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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（資料：法務省入国管理局）

⑥公共投資～６か月連続で減少

８月の公共工事請負金額は、６１３億円（前

年比▲１８．１％）と６か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、国（前年比▲２６．４％）、北

海道（同▲２２．８％）、市町村（同▲５．３％）い

ずれも前年を下回った。

４～８月累計では、請負金額５，１９３億円

（前年比▲１６．３％）と前年を下回って推移し

ている。

⑦来道客数～９か月連続で前年を上回る

７月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，２２１千人（前年比＋３．５％）と９か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、フェ

リー（同▲０．３％）が前年を下回ったが、航

空機（同＋４．１％）、JR（同＋０．９％）が前年

を上回った。

４～７月累計では、４，１５５千人と前年を

３．６％上回っている。

⑧外国人入国者数～３０か月連続で増加

７月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１３０，０３０人（前年比＋２６．２％）と３０か月

連続で増加した。４～７月累計では、

３６４，９４９人（同＋３９．４％）と前年を上回って

いる。

７月の新千歳空港国際線の輸送旅客数は前

年に比べ２１．７％増加した。路線別では、香港

線、ソウル線、台北線などが増加した。

道内経済の動き
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億円 ％ 

7
0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,800

1,600

1,400

50

10

-40

-30

-20

-10

0

20

30

40

6543227/11211109826/7

貿易動向

（資料：函館税関）
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⑨貿易動向～輸出は３か月連続で増加

７月の道内貿易額は、輸出が前年比４２．５％

増の５３６億円、輸入が同３．８％増の１，０７６億円

だった。

輸出は、鉄鋼や有機化合物などが増加し、

３か月連続で前年を上回った。輸入は、原油

及び粗油や石油製品などが増加し、２か月ぶ

りに前年を上回った。

⑩鉱工業生産～２か月ぶりに低下

７月の鉱工業生産指数は９５．８（前月比

▲０．２％）と２か月ぶりに低下した。前年比

（原指数）では▲３．０％と２か月ぶりに低下し

た。

業種別では、前月に比べ、食料品工業など

５業種が上昇したが、石油・石炭製品工業、

鉄鋼業、電気機械工業など１０業種が低下し

た。

⑪雇用情勢～改善が続く

７月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．９６倍（前年比＋０．１３ポイント）と６６か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比８．３％の増加とな

り、６６か月連続して前年を上回った。業種別

では、卸売業・小売業（同＋１４．２％）、宿泊

業・飲食サービス業（同＋２５．４％）、医療・

福祉（前年比＋８．０％）などが増加した。

道内経済の動き
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⑫名目賃金指数～４か月連続で低下

６月の名目賃金指数（規模５人以上）は、

現金給与総額が１３４．６（前年比▲１．１％）とな

り、４か月連続で前年を下回った。現金給与

総額のうち、きまって支給する給与は１００．４

（同▲０．１％）となり、５か月連続で前年を下

回った。

⑬倒産動向～件数は２か月ぶりに減少

８月の企業倒産は、件数が２６件（前年比

▲７．１％）、負債総額が２８億円（同▲３２．０％）

となった。件数は２か月ぶりに減少、負債総

額は３か月ぶりに前年を下回った。

業種別では、製造業が７件、建設業が６件

などとなった。

⑭消費者物価指数～４か月連続で低下

７月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は１０４．４（前年比▲０．４％）と、４か

月連続で前年を下回った。

１０大費目別では、食料（前年比＋３．２％）

など７費目が前年を上回った。一方、光熱・

水道（同▲５．６％）、交通・通信（同▲２．４％）

など３費目が前年を下回った。

道内経済の動き
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（注） １.　全国は内閣府調べ。２７年度は日本銀行政策委員「大勢見通し（７月時点）」の中央値。 
　　　 ２.　北海道は北海道経済部調べ。２５年度以降は当行推計。 
　　　 ３.　平成１７暦年基準。全国は連鎖価格方式。北海道は固定基準年方式。 
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北海道経済の現状は、個人消費の一部

に弱さが残るものの、設備投資が回復基

調にあるほか、外国人観光客の増加も続

くなど、総じて景気は緩やかに持ち直し

ている。

需要項目別に先行きを展望すると、個

人消費は、雇用・所得環境の改善を背景

に、徐々に持ち直しの動きが強まろう。

住宅投資は、低水準ながら前年を上回ろ

う。設備投資は、非製造業を中心に増加

が続こう。公共投資は、前年度を下回ろ

う。観光は、アジアからの外国人観光客

が引き続き増加するほか、国内観光客も

底堅く推移しよう。

この結果、実質成長率は１．１％（２６年

度△１．１％）、名目成長率は１．８％（同

１．６％）となろう。前年の消費税増税の

影響がほぼ収束し、道内の実質経済成長

率はプラスに転じよう。

平成２７年度北海道経済の見通し
＜改訂＞

要 約
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１．概況

（１）国内経済の動向

現状の国内経済は、消費税増税の影響が和

らぎ緩やかな回復を続けている。円安や原油

価格の下落が追い風となり、大企業を中心に

企業収益が改善している。

先行きについては、個人消費は、雇用・所

得環境の改善を背景に緩やかに持ち直そう。

住宅投資は、金利の低水準が続いていること

などから持ち直そう。設備投資は、企業業績

の改善を反映し堅調となろう。輸出は、中国

の景気減速などが懸念されるものの、アメリ

カ経済の堅調な推移が見込まれることから増

加しよう。

これらのことから国内経済は、引き続き回

復軌道をたどるものとみられる。

（２）北海道経済の動向

北海道経済は、消費税増税の影響が残るも

のの個人消費は持ち直し傾向にある。また、

民間設備投資は増加基調にあるほか、観光関

連でアジアを中心とした外国人観光客の大幅

な増加が続いており、総じて景気は緩やかに

回復している。

今後を展望すると、需要面では、雇用・所

得環境の改善を背景に、個人消費は持ち直し

の動きが徐々に強まろう。公共投資は減少が

見込まれるものの、住宅投資および設備投資

は増加しよう。観光は、外国人観光客が大幅

に増加しているほか、国内観光客も底堅く推

移しよう。

（３）物価動向

最近の物価動向をみると、消費者物価指数

（生鮮食品を除く総合）の上昇率は、原油価

格の下落によりエネルギー価格を中心に縮小

傾向にある。しかし、円安により食料品や日

用品などの値上がりが相次いでいることか

ら、小幅ながら上昇しよう。また、サービス

価格は、人手不足などを背景に外食や宿泊料

金などが上昇しよう。このように諸物価は、

緩やかながら総じて上昇するものとみられ

る。

（４）道内経済成長率

以上のような経済状況を勘案すると、２７年

度の道内経済成長率は実質成長率１．１％（２６

年度△１．１％）、名目成長率１．８％（同１．６％）

となり、実質成長率はプラスに転じよう。

２．道内総生産（支出側）の動向

（１）民間最終消費支出

本年度に入り、消費税増税による駆け込み

需要の反動減が一巡し、大型小売店、コンビ

ニエンスストアなどの販売額が前年を上回る

など持ち直している。しかしながら、乗用車

をはじめとする耐久消費財は、依然として低

迷するなど、一部に弱い動きがみられる。

雇用環境をみると、有効求人倍率は５年以

上にわたって改善が続き、また失業率も低下

するなど、労働市場は一段とタイトになって

いる。例を挙げると、建設技術者、医療・福

祉部門などは人手不足が続き、卸売業、小売

業、製造業など、多くの業種で新規求人数が

増加している。

所得環境をみると、一人当たりの賃金は、

好調な企業業績を背景に一部の大手企業を中

心に前年を上回る賃上げが見込まれる。ま

た、多くの中小企業においても、人員確保の

観点から一定程度の賃上げが見込まれ、全体

としての所得は小幅ながら増加しよう。この

ように雇用・所得環境が改善することから、

平成２７年度北海道経済の見通し
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先行きの個人消費は底堅く推移しよう。

この結果、民間最終消費支出は実質成長率

２．０％、名目成長率１．８％となろう。

（２）総固定資本形成

（ａ）住宅投資

本年度の住宅投資は、所得・雇用環境の回

復や省エネ住宅エコポイント、フラット３５の

金利引き下げ、相続税法の改正、住宅資金に

係る贈与税非課税枠拡大などの政策により、

持ち直しつつある。

利用別にみると、持家は、消費税増税後の

反動減に底打ち感がみられており、前年度を

幾分上回ろう。貸家は相続税法の改正などに

より持ち直そう。マンションを中心とした分

譲は、札幌市内の再開発事業に付随したマン

ション建設が複数計画されており、増加しよ

う。

このため利用別の着工戸数は、持家が１１１

百戸、貸家が１８２百戸、分譲が４３百戸、給与

（社宅）２百戸、合計で３３８百戸程度と、前年

度実績（３２，２２５戸）を上回ろう。

この結果、住宅投資は実質成長率０．８％、

名目成長率２．６％となろう。

（ｂ）設備投資

建設コストの上昇などから多くの企業の投

資マインドには未だ慎重感がみられる。しか

し、総じてみれば設備投資は、堅調に推移し

よう。札幌市内で複数の再開発事業が着工予

定あるいは既に進行しているほか、火力発電

所の建設着工など大型投資もみられる。ま

た、北海道新幹線・新青森―新函館北斗間の

開業を控え、道南を中心にホテル・旅館の新

築・改装なども活発化している。また、この

ほかにも医療・福祉施設の新増築も増加して

いる。

この結果、設備投資は実質成長率４．２％、

名目成長率５．７％となろう。

（ｃ）公共投資

アベノミクス“第２の矢”として、近年の

道内経済に寄与した公共投資であるが、平成

２７年度は前年を下回ろう。北海道開発予算

は、当初予算ベースで６年ぶりの規模となっ

たものの、平成２６年度補正予算が大きく減少

したため、実質的な本年度予算は５，４８１億円

（平成２７年度当初予算５，３１３億円＋平成２６年度

補正予算１６８億円）と、前年度に比べ約５％

減少している。

この結果、公共投資は実質成長率△５．０％、

名目成長率△４．３％となろう。

（３）域際取引

移輸出では、アジア向け魚介類や化学製品

などの輸出が増加基調にある。観光関連は、

円安基調に大きな変動がないものとすると、

免税店制度の拡大（平成２６年１０月）もあっ

て、中国や台湾などアジアからの外国人観光

客が引き続き増加するほか、国内観光客も底

堅く推移しよう。

この結果、移輸出は実質成長率１．７％、名

目成長率２．１％となろう。

移輸入では、製油所の再編（平成２６年３

月）による原油・粗油の輸入数量の減少が一

巡したものの、原油価格の下落により、輸入

金額は前年を下回って推移しよう。一方、移

入は、道内需要の持ち直しから、増加しよ

う。

この結果、移輸入は実質成長率１．５％、名

目成長率０．７％となろう。

平成２７年度北海道経済の見通し
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３．道内総生産（生産側）の動向

一次産業では、農業の耕作部門は、水稲の

作付面積が減少しているものの、大量に生じ

た「青未熟米」が少量にとどまるものとする

と、前年並みとみられる。畜産部門では、生

乳の価格上昇に加え、主力となる２～３歳の

乳牛頭数が前年度を上回ることから生産量の

増加が見込まれ、農業総生産は０．７％増とみ

られる。林業は、資源が中長期的に回復傾向

にあることに加え、円安による道産材の需要

の高まりから、総生産は２．４％増とみられ

る。水産業は近年、輸出が活発なことから単

価が上昇傾向にあるホタテガイは、昨冬の荒

天の影響から主力のオホーツク管内での水揚

げ量の減少が見込まれる。また前年度好漁

だったサンマなどが、平年並みの漁獲量とす

ると、総生産は０．３％減とみられる。

この結果、一次産業総生産は０．５％増とな

ろう。

二次産業では、製造業は、堅調な設備投資

を背景に窯業土石製品や金属製品、鉄鋼など

が底堅く推移しよう。また、国内外で評価の

高い食料品の生産が堅調に推移し、総生産は

２．０％増とみられる。建設業は、民間設備投

資および住宅投資の増加が見込まれるもの

の、公共投資の減少が大きいため総生産は

１．１％減とみられる。

この結果、二次産業総生産は０．６％増とな

ろう。

三次産業では、卸売・小売業は、改善が続

く雇用・所得環境を背景に個人消費が持ち直

すため、底堅く推移しよう。サービス業は、

宿泊や運輸、飲食サービスなど観光関連をは

じめ、幅広い業種が好調を維持するほか、医

療・介護などが安定した推移となろう。

この結果、三次産業総生産は２．２％増とな

ろう。

（平成２７年８月２４日公表）

平成２７年度北海道経済の見通し
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（第１表）道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２５年度

（実績見込み）

２６年度

（実績見込み）

２７年度

（見通し）
２５年度 ２６年度 ２７年度

民間最終

消費支出

１１６，４４３

（０．１）

１１５，４４６

（△０．９）

１１７，４７５

（１．８）
０．３ △３．６ ２．０

政府最終

消費支出

４７，７７８

（△０．２）

４７，９２８

（０．３）

４８，１５７

（０．５）
０．６ △１．７ △０．１

総固定

資本形成

３５，００７

（７．４）

３５，０４２

（０．１）

３５，３７９

（１．０）
５．５ △２．０ △０．０

住宅投資

設備投資

公共投資

４，９９１

（４．８）

１４，４３６

（２．６）

１５，５８０

（１３．１）

４，６９３

（△６．０）

１５，０８２

（４．５）

１５，２６７

（△２．０）

４，８１５

（２．６）

１５，９４７

（５．７）

１４，６１７

（△４．３）

１．９

１．６

１１．１

△９．２

３．２

△５．０

０．８

４．２

△５．０

移 輸 出 ６４，７８３

（３．０）

６６，２３４

（２．２）

６７，６３５

（２．１）
１．６ １．８ １．７

移 輸 入

（控 除）

８４，２４０

（４．９）

８２，７５１

（△１．８）

８３，３２６

（０．７）
３．６ △２．７ １．５

道内総生産

（支出側）

１８２，７４２

（０．８）

１８５，６０４

（１．６）

１８９，００２

（１．８）
０．９ △１．１ １．１

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２７年度北海道経済の見通し
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（第２表）道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
２５年度

（実績見込み）

２６年度

（実績見込み）

２７年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

２５年度 ２６年度 ２７年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

６，９７３

５，２４１

２４３

１，４８９

７，１３８

５，１９２

２４５

１，７０１

７，１７３

５，２２６

２５１

１，６９６

０．７

△０．５

６．１

４．２

２．４

△０．９

０．８

１４．２

０．５

０．７

２．４

△０．３

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

２９，０４９

２３９

１５，７８８

１３，０２２

２９，１５９

２２３

１５，７７０

１３，１６６

２９，３２５

２１９

１６，０８７

１３，０１９

１．８

△５．６

１．２

２．６

０．４

△６．７

△０．１

１．１

０．６

△１．８

２．０

△１．１

三次産業

卸・小売業

金融・保険・
不 動 産 業

電気・運輸・
サービス業

政府・対家
計サービス

１４６，１４２

２５，３５９

２７，８９５

６４，０８８

２８，８００

１４９，２２０

２５，３６３

２７，９４４

６６，０７３

２９，８４０

１５２，４６７

２６，０５７

２８，４７２

６７，１４２

３０，７９６

０．６

０．９

△１．７

２．２

△１．０

２．１

０．０

０．２

３．１

３．６

２．２

２．７

１．９

１．６

３．２

道内総生産

（生産側）
１８２，７４２ １８５，６０４ １８９，００２ ０．８ １．６ １．８

輸入品に課される税・関税、資本形成に係る消費税等を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２７年度北海道経済の見通し
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（第３表）実質成長率の増加寄与度
（単位：％）

項 目 ２５年度 ２６年度 ２７年度

民間最終消費支出

政府最終消費支出

総固定資本形成

０．２

０．２

０．９

△２．４

△０．４

△０．４

１．３

△０．０

△０．０

住宅投資

設備投資

公共投資

０．０

０．１

０．８

△０．２

０．２

△０．４

０．０

０．３

△０．４

移輸出

移輸入 （控除）

０．５

１．４

０．６

△１．１

０．５

０．６

道内総生産（支出側） ０．９ △１．１ １．１

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２７年度北海道経済の見通し

― １２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１０月号
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１．大学発ベンチャーとは

�グーグルやフェイスブックがモデル
大学発ベンチャーとは、大学から創業した挑戦的な企業である。単なる起業ではなく、「創

業」にふさわしく、新しい産業分野を切り開く様な活動を行う企業がベンチャーである。

大学における研究成果の活用、学生や若手研究者など挑戦的な人材が新しいサービスを提供す

る、といった意味をもつ。

大学発ベンチャーという言葉が注目されたのは、１９９０年代に米国のネットベンチャーが急成長

したからだ。１９９４年にウェブブラウザのネットスケープ社が創業３年目で上場し、アマゾン、

グーグル、フェイスブックなどが続いた。これらは創業数年程度で上場を果たし、数千億円の企

業価値、数兆円の市場を産んできた。日本やアジアの企業にものづくり市場を奪われ、閉塞感が

蔓延していた米国経済は、これらネットベンチャーによって完全復活を果たした。ネットベン

チャーは米国のみならず、世界市場へ一気に進出して、今では米国の基幹産業となっている。

１９９０年代後半、バブル経済が崩壊し成長産業を模索していた日本ではこうした成功例にショッ

クを受け、大学発ベンチャーを育成する、という政策目標をたてたのだ。

�大学の役割の変化
ながらく大学は、教育と研究がミッションであるとされてきた。２０１４年、これに社会貢献が加

わった。産学連携、大学発ベンチャーの創設は社会貢献の重要な要素と考えられている。

バブル経済が崩壊した１９９０年代、多くの企業では基礎研究投資ができなくなり、大学への期待

が高まった、そのため大学において実用的な研究を行うような方向づけが行われた。１９９５年に制

定された「科学技術基本法」による「科学技術基本計画」により国の研究投資倍増計画が公表さ

れた。研究者が研究計画を提案し、国から資金が供給される「競争的資金」が飛躍的に増加し

た。その後、国立大学の教員が起業できるよう制度改正が行われ、大学の特許を民間に移転する

専門機関（TLO）が設立され、国の研究プロジェクトの特許を参加した民間企業のものとするこ

とが可能となり（日本版バイドール）、国立大学が法人化されるなど、制度も整備された。博士

課程を修了した学生が大学で研究を続けられるポスドク制度も充実し、人的側面からも研究体制

が強化された。

以上のように、資金的、制度的資源が大学に投入されつづけ大学の使命は教育から研究へ、そ

してその結果を社会に還元する、社会貢献へと変化させてきた。

�成功した大学発ベンチャー
株式会社ユーグレナは、ミドリムシを食資源に、あるいはエネルギー資源にという技術を開発

し実用化した東京大学発のベンチャー企業であるが、２０１４年に東京証券取引所第１部に上場し

経営のアドバイス

大学発ベンチャーブーム、再燃か？
北海道大学 産学・地域協働推進機構

副機構長 牧内 勝哉
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た。経済産業省の調査によると大学発ベンチャーは、現在１８００社ほど存在し、４７社がマザーズな

どに上場しているという。創業・企業分野において、この上場率はかなりの好成績といえるので

はないか。

東大発のベンチャーキャピタルである�東京大学エッジキャピタルは、１号ファンドが配当を
出し、２号、３号と新しい資金の出し手が集まっている。大学発ベンチャーへの投資は儲かるも

のなのである、ということが市場に評価された結果だ。

北大発ベンチャーでも２０１３年には３７社存在し、２社が上場を果たしている（北海道経済産業局

調べ）。６～８％の上場率ということであれば、通常の起業に比較すれば、大成功と言えるであ

ろう。

グーグルやフェイスブックなどのように、一挙に世界的な新市場を構築した、という大学発ベ

ンチャーは、残念ながらまだ登場していないが、通常の創業支援から比較すれば抜群の好成績、

というのが大学発ベンチャーの２０年史なのである。

２．２００５年頃にブーム到来

�１０００社計画の効果と評価
２００１年、小泉内閣の経済構造改革のうちの平沼プランとして当時の経済産業省が「大学発ベン

チャー１０００社計画」を発表した。前述のTLO、日本版バイドール、大学教員の兼業規制緩和など

（資料）経済産業省 「大学発ベンチャーの成長要因を分析するための調査結果概要」
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（資料）北海道経済産業局ホームページ http : //www.hkd.meti.go.jp/hokig/d_venture２０１３/index.htm

の諸政策を相次いで整備し、いよいよそれら制度改正を大学発ベンチャーという形で具体化しよ

うという計画である。ここから大学発ベンチャーという用語が定着し、大学発ベンチャーブーム

が起こった。

２００１年には全国で５００社程度であった、大学発ベンチャーは３年間で１０００社計画を達成し、

２００５年度以降若干勢いは鈍ったものの、順調に増加し、７年後の２００８年には１８００社超となった。

経済産業省では所期の目的を達成したとして、この年をもって大学発ベンチャーの数の調査を終

了した。２００８年といえば、秋にリーマンショックが起こり、日本の製造業が大打撃を受け、これ

にともなって金融機関、ベンチャーキャピタルなどの投資意欲が急激に減退した年である。

日本全体の大学発ベンチャーの数は２００８年をもって経済産業省はカウントを止めたが、北海道

の大学発ベンチャーは北海道経済産業局がカウントを続けていた。全体的には全国の動向と似た

傾向を示している。２００８年のリーマンショック以降については、ブーム時ほどの数ではないが、

大学発ベンチャーの起業は続けられており、大学発ベンチャーというものは定着している様子が

うかがわれる。しかし、リーマンショック前の２００６年から廃業が発生し始めており、リーマン

ショックで廃業は増加している。結果的に、北海道の大学発ベンチャーは減少に転じている。

�１８００社が新陳代謝
２０１４年、経済産業省は２００８年以来休止していた大学発ベンチャーの全国の調査を実施した。そ

の結果、全体的には大学発ベンチャーの数は微減であった。しかしながら、その内容はダイナ
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ミックに変化していた。同時に調査した閉鎖企業数は６年間で７２３件。１８００件のうち、１／３以

上が入れ替わっていたのである。

個々の大学発ベンチャーの成功失敗の評価は難しい。グーグルやフェイスブックのような企業

は未だない。そういう意味では所期の目的は達成していないとも言える。米国ではベンチャー企

業が大企業に買収されることはエグジットと言われ成功の一つの形と評価されるが、日本では立

ち行かなくなった大学発ベンチャーが創業者達の手を離れ大企業の一部門になるケースもある。

以上の様に評価は定まっていないが、我が国では、リーマンショックや東日本大震災などの様

に社会構造が大変化をおこした状況下でも多くの大学発ベンチャーは事業を継続し、新陳代謝

し、結果上場企業が４７社存在している。東京大学エッジキャピタルの様に、新たなファンドを設

立し、投資家が集まる様になっていることから、全体として大学発ベンチャーは我が国の大学の

技術移転手法としての役割は十分果たしており、定着しているといってもよいと私は考えている。

３．なぜ、いま、大学発ベンチャーか？

�４大学１０００億円のインパクト
以上の様に、大学発ベンチャーは１５年前に制度改正が始まり、１０年前にブームを迎え、その後

リーマンショック、東日本大震災などの試練に耐え定着してきた。にもかかわらず、なぜ、い

ま、大学発ベンチャーなのだろうか？

２０１３年１２月に発足した安倍内閣のアベノミクス第一の矢は金融政策、第二の矢は財政出動、第

三の矢は成長戦略であると言われた。そのなかで、第二の矢で成長戦略を狙った施策がいくつか

ある。その一つが大学発ベンチャー関連政策である。「官民イノベーションプログラム」と名付け

られた施策は、計１０００億円を４大学（東京大、京都大、大阪大、東北大）に出資し、大学がさら

に出資して大学発ベンチャーを設立させようというものである。

これまでは出資は個人や民間企業が実施するものであった。融資と異なって返済の義務が無い

のだから、より高リスクの事業に出資される。大学発ベンチャーは新しい技術に挑戦し、これま

でにない市場を構築するのだから、出資にふさわしい。政府が出資し、技術や研究に詳しい大学

がテーマを選んでベンチャーを設立すれば、より成功率が高まるのではないか。実際の運営は

ファンドを設立したり、大学からファンドへ再出資したりして、やや複雑であるが、その準備も

終えて２０１４年後半には事業が始まった。

米国の大学は、日本の大学に比較して潤沢な基金を持っている。これは、もともとキリスト教

圏は寄付が重視される社会で、有名私立大学は当時の大金持ちの寄付が基盤になってできている

し、その寄付を運用するファンドマネージャーなども活躍したりなどして、数兆円の基金を持つ

大学もある。日本の大学は、そのような背景が無く、資金運用ノウハウが揃っていなかった。こ

れをきっかけにして大学の資金運用能力を高めなくてはならない。

�出そろった支援策
２０００年代の大学発ベンチャーブームと比較すると現在は創業支援策が出そろっている。地域毎
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に中小企業診断士などの専門能力を持つ経営支援人材がアドバイスを行うなどの人材を揃えている。

NEDO（国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発研究機構）やJST（国立研究開

発法人 科学技術振興機構）といった競争的資金を提供する国の機関も、相次いでベンチャー支

援のメニューを揃え始めた。たとえば、ベンチャー起業を成功させた経験者を揃え、大学などか

ら募集した創業計画を審査し、成功経験者が直接経営指導をするという制度も運営されている。

また、現在では数々のベンチャーコンテストが存在する。企業化の企画アイデアを公募し、よ

いものを選定し表彰するとともに、出資したり、シリコンバレーの起業家育成プログラムに参加

させたり、といった事業が行われている。

大学でもアントレプレナー教育という、起業家に必要な知識や実践的な技術を教えるカリキュ

ラムを作るところが増加している。

こうした経営支援制度、テーマの発掘制度などが以前のベンチャーブーム時代に比べ格段に充

実しており、大学人でもベンチャーを目指すものには適切な支援をつけられる環境が整っている。

一方、地域の企業経営者としてもこれらの制度を活用することを検討されてはどうか。新しい

技術や製品に乗り出す場合に大学発ベンチャーとして発足させることもオプションに入れること

である。

大学人は、ともすれば新しい技術に取り組んで、新製品や新サービスの開発、提供までは考え

ないものである。しかしながら、その成果は論文や特許という形で公表されるものが多い。ま

た、市民、企業向けの技術発表会も多い。とりわけ重要なのは、大学に試験研究用の機材や消耗

品を納入している取引関係にある地域企業は、研究の内容や進み具合を把握しているはずであ

る。このような機会を活用し、支援策を利用して企業化の方策を大学側に提案してほしい。

�ベンチャーキャピタル
いずれの政策においても、ベンチャーキャピタリストは重要な役割を担っている。NEDOや

JSTの各種政策の事業設計、個別案件の審査、採択後の経営指導・メンタリング、資金提供など

ベンチャーキャピタリストのノウハウを大いに活用している。そしてベンチャーキャピタルにお

ける人材も質量ともにこの１０数年で格段に充実してきている。

大学に出資機能を追加した「官民イノベーションプログラム」で、計１０００億円の４大学が出資

を受けたことは、ベンチャーキャピタルの市場に国が本格的に乗り出してきたものと考えられ

る。これを受けてベンチャーキャピタルは大きく三つの戦略をとって対応してきている。

一つ目は、こうした国の施策に積極的に参加し、一翼を担うことである。

二つ目は、東大、京大、阪大、東北大の出資を受ける４大学以外の大学へのアプローチであ

る。

三つ目は、企業化前であるスタートアップ段階からの支援の強化であり、特に大学発ベン

チャーには重要である。

大学の研究は、研究者個人の興味に基づいて進められている。その成果が役に立つか、ビジネ

スにつながるか、は二の次であり、当初は全く実用化は考えられていないものも多い。競争的資
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金や外部資金を獲得していくにつれて、社会への波及効果や特許などの要素も考慮しなければな

らなくなるが、研究テーマの中心は個人的な興味であり、また、そうでなくては真に新しいもの

は生まれない。また、大学人はビジネスが得意では無く、興味も無いから大学に残ったのであ

る。従って企業化のための知識や経験は持ち合わせていない。このことから企業化プランを純粋

な大学人が構築することは難しい。そこに企業家が協力する必要があるのだ。現在では、スター

トアップ支援を標榜するベンチャーキャピタルが増加してきている。

ベンチャーキャピタルは、創業すぐの企業のみに投資するものではない。成長を目指している

企業、新規分野に挑戦する企業に対し、資金とともに経営ノウハウを提供することを主眼として

いる。すでに開業して年数を経ている地域の企業も活用してはどうか、と私は考えている。

４．北大発ベンチャー

�北大が構築するベンチャー促進策
これまで、ベンチャー促進策の中心は、首都圏であった。それは、ベンチャーキャピタリスト

や起業家が首都圏に集中しており、そういう人材が支援するためには近隣の大学が好都合であっ

たからである。

北大は最も不利な地政学的な位置を占めている。たとえば、東京工業大学は大企業等に勤務す

る同窓生を、東工大発ベンチャーのアドバイザーとする制度を運営しているが、これも地理的な

有利性があるから成立するものだと私は考えている。

研究能力が同程度あったとしても、経営支援力については、首都圏に立地する大学が圧倒的な

厚みを持っているのである。

しかし、これまで述べてきた理由により北海道大学でも経営支援力を活用できる可能性が広
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がってきた。この機会を捉えて、北大では、今年から新しく２つの制度が発足した。

一つ目は、学内の創業計画を支援するワンストップ窓口「創業デスク」の創設である。デスク

には中小企業診断士の資格をもつ人材を配置するとともに、国の支援に基づいた創業支援機関と

連携して相談に乗る体制を構築している。

二つ目は、学内の創業計画を発足するための北大発ベンチャー懇談会月例会の開催である。毎

月、金融機関、支援機関、経験者を招聘し、ショートプレゼンテーションとともに個別面談を実

施して、主に学内の創業計画保有者の背中を押すものである。

そして現在検討しているのが、北大発ベンチャー認定制度である。主に北大の所有する知的財

産を活用し創業するベンチャー、北大に在学、在職する者が関連したベンチャーに対して北海道

大学が北大発ベンチャーという称号を認定するものである。

以上の様に、北大は今年新たに大学発ベンチャーの支援策を構築しているのであるが、実は、

３０年以上前からベンチャーを生みだし巨大産業に育ててきた超先進地なのだ、その成果がサッポ

ロバレーである。

�サッポロバレーの価値
「サッポロバレー」という言葉はシリコンバレーをもじって命名された、北海道のITベン

チャーの集積地のことである。北海道経済産業局の調査によると、２０１２年度の北海道のIT産業の

受注高は約４千億円、従業員数は約２万人となっている。北海道大学はその発生と成長に大きな

役割を果たしてきたのである。産学連携学会、ベンチャー学会などに出席し、北大の名刺を出す

と、「北海道大学、北海道はサッポロバレーというよい例がありますよね。」という反応をいただ

く。なによりも重要なのは、１９８０年代にサッポロバレーを構築した経営者たち、大学の先生たち

は、現在もほぼ現役で、後進の方々への支援にも尽くされており、このような好環境を活用した

いと考えている。

サッポロバレーの発祥の地は北海道大学の一研究室であることは、よく知られている。現在で

も、その中心人物は、情報科学研究院の山本強教授（産学・地域協働推進機構副機構長）であ

る。教授自身、複数の北大発ベンチャーのアドバイザーとして活躍している。３０年以上のサッポ

ロバレーの歴史と人脈、企業と技術を知り尽くした司令塔的存在である。

�創業デスク３ヶ月の成果
本年４月２２日に創業デスクが発足して３ヶ月ほど経過した。これまで創業相談数は６件あっ

た。学部、部局はまちまちであるが、技術シーズを活用して製品を作り、大儲けしよう、という

案件ばかりではない。

大学の研究や事業を行っていく上で実施しなければならない業務があるのだが、大学で実施す

ることが困難であるからNPO法人や一般社団法人などの様なもので実施したほうが妥当なのでは

無いか？といった相談もあった。幸い、最近の創業支援策にはこういったメニューも含まれてお

り、改めてこの世界が広がりと深みを持っているのがわかる。
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また、本年６月１８日に最初の北大発ベンチャー懇談会６月例会を開催した。ベンチャー支援機

関としてはNEDO、ベンチャーキャピタル、ベンチャー経験者として北大発ベンチャーであるS

社の社長にご登壇願い、それぞれ２０分ほどのショートプレゼンを行い、その後希望者との個別面

談会を行った。３０名ほどの学内外の方が参加され満席となった。月例会では個別面談会を重視し

ており、場内での質問や名刺交換、レセプション形式よりも密接な対話環境を作りたいと思って

いる。

そうした大学内のニーズに接していると足りないものは、経営ノウハウであることを痛感す

る。資金を調達し、新しい製品やサービスを作りあげ、それを必要な方に効率的に渡すマーケ

ティングを行い、資金を回収して次の投資に回す、といった事業を継続的に運営するという専門

的な能力が不足しているのである。地域の企業の経営者こそ、そういった能力の持ち主であろ

う。北海道大学の創業デスクはそういったマッチングにも貢献していきたい。

５．経営に生かす

最後に大学発ベンチャーをどのように北海道の企業の経営に生かしたらよいかをまとめておき

たい。いずれも北海道大学のホームページで情報提供されている。

�北大の資源を生かす
まず、大学発ベンチャーは大学にとって技術移転の手段の一つであるということである。その

他に、たとえば既存企業に対する特許の利用許諾、共同研究、技術指導、研究機器の利用など、

ニーズによって様々な技術移転手段を用意している。これらを活用して現在のビジネス、新しい

ビジネスに生かしてほしい。

�ベンチャー企業の経営陣に加わる
つぎに北大発ベンチャー企業の経営陣として加わることも考慮してみてはどうか。１０年前の

ブームの際には大学人が経営を行い、結局うまくいかなかったが、ビジネス経験がある経営者に

代わったとたんにうまくいきだしたケースがある。創業当初から経営経験者が社長を務めるとい

うことも多い。

�研究シーズ集
我々は１５０件の技術シーズを、研究者の顔写真とともに掲載した技術シー

ズ集を発行している。これをきっかけに北大のシーズを自ら企業化してみて

はいかがだろうか。産学・地域協働推進機構のホームページからebookでダ

ウンロードできるほか、冊子でも頒布している。
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�月例会への参加
北大発ベンチャー懇談会月例会に参加してみることも試してほしい。この会は基本的に学内の

案件発掘を目的としているが、聴講、個別相談は内外無差別で対応している。参加者はベン

チャーという切り口で集まってきている研究者、学生、行政関係者、支援機関の人々である新た

なアイデアや機会に遭遇する可能性も高いと考えられる。

�よろず相談窓口
おわりに、私が属する産学・地域協働推進機構を紹介したい。これは、よろず相談窓口として

大学に関するすべてのことの相談に乗る機能を有している。ウエブサイトから問合せフォームに

書き込んでいただければ、博士、弁理士、中小企業診断士などの専門スタッフが大学の持てる機

能を駆使してご要望に対応する。機会があればホームページを訪問していただきたい。少しわか

らないところがあれば、電話（０１１－７０６－９５６１）で聞いてほしい。そこから何かが始まる。

＜参考文献＞

・『平成２６年度産業技術調査事業（大学発ベンチャーの成長要因を分析するための調査）報告

書』（平成２７年３月、経済産業省）

・『科学技術基本法について』（文部科学省ホームページ）

http : //www.mext.go.jp/b_menu/shingi/kagaku/kihonkei/kihonhou/mokuji.htm

・『官民イノベーションプログラム（国立大学に対する出資事業）について』（平成２５年６月 文

部科学省高等教育局）

・『サッポロバレーの誕生：情報ベンチャーの２０年』（平成１２年３月 北海道情報産業史編集委員

会編、イエローページムック）

・『北海道大学研究シーズ集Vol．２』（平成２７年３月 北海道大学産学・地域協働推進機構）

＜執筆者略歴＞

１９５９年札幌市生まれ。８４年北海道大学大学院電子工学専攻修了。通商産業省入省。以後、情報産

業政策と科学技術政策を主に担当。９５年米国イリノイ大学アーバナシャンペーン校客員研究員。

９９年ドイツデュッセルドルフ市駐在。２００２年帰国し、経済産業省情報プロジェクト室長、０５年独

立行政法人情報処理推進機構ソフトウエアエンジニアリングセンター次長、０８年北海道経済産業

局地域経済部長、１０年経済産業省大臣官房情報システム厚生課長、１３年７月経済産業省大臣官房

調査統計審議官。２０１４年８月から、経済産業省を研究休職し、北海道大学産学・地域協働推進機

構副機構長・特任教授。
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【「日本食文化週間」について】

８月２９日から９月２日まで、サハリン州の州都ユジノサハリンスク市にて「おいしい、健康的な、日

本食文化」をコンセプトに「日本食文化週間」のイベントが開催されました。本事業は農林水産省主催

で、公益財団法人北海道科学技術総合振興センター（ノーステック財団）や旭川市をはじめとする道北

９市、道内外の自治体及び協力企業等が連携（当行も協力）し、進められたものです。

メインイベントの会場となった市内のホテルには、試食品巡回エリアやパネル展示、茶道体験コー

ナー、日本食セミナー会場が設けられました。市民に日本食文化や日本の農水産物への親しみと興味を

持ってもらうことを目的に、旬を大切にすること、おもてなしの考え方、伝統的な生産・加工・調理の

技術、日本の家庭料理とその食べ方が紹介されました。

試食品巡回エリア、パネル展示コーナーでは、来場者が「寿司・天ぷら」、「大豆製品・総菜」、「漬け

物」、「和菓子」、「日本茶・日本酒」、「果実・野菜」の各ブースで、道産食材を使った各種料理の試食や

パネル展示による解説を楽しみながら、日本食への理解を深めていました。どのコーナーも盛況でした

が、特に果物のコーナーは「甘みがすばらしい」と老若男女幅広い世代の注目を集めていました。

また、市民向けのセミナーでは、日本食の特徴やロシア料理との違いが説明され、日本食を家庭でも

味わいたいという参加者から盛んに質問が出ていました。さらに、在ユジノサハリンスク日本国総領事

館の公邸料理人による、ロシア人シェフ向けのセミナーも行われ、懐石料理や和菓子の作り方が紹介さ

れました。特に和菓子に対しては、賞味期限等に関する具体的な質問が飛び交い、関心の高さがうかが

えました。

これまでサハリンでは、道産食材を販売する物産展が多く行われてきましたが、今回のように「食文

化」を伝える大規模なイベントは初めてです。来場者からは「日本食は何度も食べたことがあるけれ

ど、今回初めて試食するものもあった」との声が聞かれました。今回のイベントは、現地の市民に日本

食の多様性を知ってもらうための良い機会となったようです。

また、今回のイベントを紹介したインターネット記事のコメント欄には市民から「こんなイベントが

あったなら行きたかった」と参加できなかったことを惜しむ声も寄せられ、日本食のファンが多数いる

ことを実感しました。

【日本食・日本食材の普及状況】

今回のイベントにあわせ、試食コーナーやパネル展示で紹介された食材や料理について、サハリンで

の認知度、人気、販売状況等を調査しました。

（１）寿司

代表的な日本食の一つである寿司はサハリンでも人気が高く、日本料理店をはじめ、ほとんどのスー

パーマーケットで販売されています。また、出前専門店もあり、サハリンの市民の食卓に浸透していま

す。ネタはサーモン、いくらなど、日本で馴染みのあるものが主流です。日本より巻物（ロール）の種

アジアニュース

「ユジノサハリンスク日本食文化週間」を振り返って
北洋銀行国際部 主査
（北海道サハリン事務所派遣）

�橋 澄大
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ジャンル・商品名 販売場所 価格

寿 司
日 本 料 理 店 １００ルーブル（１８０円）／１貫

スーパーマーケット ３０～１００ルーブル（５０～１８０円）／１貫

大豆製品（豆腐） 個 人 商 店 １１０～１６０ルーブル（２００～２９０円）／kg

日 本 酒 ショッピングモール ３９０ルーブル（７００円）／３７５ml

緑茶（ティーバッグ） スーパーマーケット ４００～５００ルーブル（７２０～９００円）／５０袋

類が豊富で、現地の嗜好に合わせ、チーズを巻いてあったりマヨネーズで味付けされたりしているもの

が多いです。すでに普及しているだけに、味にもこだわりを持つ市民が増えています。

（２）大豆製品

豆腐は市場にある朝鮮・韓国系ロシア人が経営する店舗で購入可能です。しかし、１kg単位で販売さ

れることが多く、１パック３００～４００g単位で購入している日本人には量が多く感じられるでしょう。多

くのロシア人は豆腐の調理方法を知りません。今回のイベントのように、人気の日本食である味噌汁の

具材として豆腐を使うことを普及させるとよいかもしれません。

（３）漬物

主な材料であるキャベツ、ニンジン、キュウリは、サハリンでも多く栽培されており、簡単に手に入

りますが、日本風の漬物はあまり見かけません。他方、サハリンには朝鮮・韓国系ロシア人が多く住む

ため、キムチは各小売店で取り扱われています。

（４）日本酒

日本酒はあまり販売されておらず、あったとしても日本の酒造メーカーがアメリカで製造したものが

多いです。サハリンに酒類を輸入するライセンスを持つ企業がなく、ウラジオストクやモスクワを経由

して入ってくるため、輸送コスト等かさむことが、日本酒の販売が少ない要因のひとつといえるでしょ

う。

（５）日本茶

緑茶は日本のメーカーの商品がティーバッグで販売されています。ロシア人は紅茶をよく飲み、お茶

に対する理解はあります。ただ、あまり苦味の強いお茶は好まれません。

（６）和菓子

サハリンでは和菓子をほとんど見かけません。小豆餡など、ロシア料理にはない食感と味つけに違和

感を覚える人もまだ多いようですが、今回のイベントを見る限り、普及の可能性はあると思います。

（７）野菜・果物

野菜や果物は中国産が多く、根菜類は地元産のものもあります。日本産のものは稀にあり、品質の良

さは評価されていますが、価格がネックです。８月下旬に市街地にあるスーパーマーケットを視察した

際には、日本産品の取り扱いはタマネギのみでした。輸入品については産地を分けず「輸入品」と表示

されることもありますが、日本産品は他との差別化を図るために「日本産」と強調されて売られている

ことが多いです。「日本産」であることはひとつのアピールポイントになっているといえます。

《日本食材の販売状況》
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寿司、天ぷらは日本食として盛況 果物、菓子コーナーは老若男女が集まった

試食の様子 茶道体験コーナー

昨年１２月に通貨ルーブルが暴落し、その後徐々に回復基調にありましたが、今年６月以降再びルーブ

ルは下落傾向にあります（ロシア中銀のレートで４月３０日の１ルーブル＝２．３０円から８月２９日には１

ルーブル＝１．８２円に下落）。現在の為替レートでは、日本からの輸出には不利な状況ですし、短期的に

は、日本産食材のさらなる価格上昇は避けられないでしょう。しかし、サハリンの市民が、日本食の品

質や、日本食文化の奥深さに対し魅力を感じているのは事実です。今後は、単発のイベントのみなら

ず、アンテナショップ等を通じて常時日本食材が流通するような状況を作り、市民の日常生活に日本食

を根付かせることにより、日本食、そして道産食材が本格的に輸出されるようになることを期待しま

す。
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４６５ ８９～２２９ ２７０ ２４０ １４２～２０９

牛乳 １リットル 現地産 ２４２～５１８
３５

（２４３ml）
１３５

２６１
（８３０ml）

１３４～１５５

じゃがいも ０．５kg 現地産 １３３～２４４ １６～９２ ２０２
１５４

（アメリカ産）
６４

オレンジ ０．５kg アメリカ産 ２６８ ２０２
２９７

（１個）
１０２

（１個）
２０４

（中国産）

小麦粉 １kg ２０１ １８４ １５５ ２１４ １００

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 １０８ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － １０３ １６２ ３０８ ２２０

カップラーメン １個 日本メーカー製 ９２ １２２ ２５３ １５４ ３１７

ミネラルウォーター ５５０ml ３０ ３０ ２３ １３７ ２９～７８

コーラ ３３０ml コカコーラ ３９ ４５ ４７ ７７ ８６

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

３００ ３１９ ６７６ ４１１ －

タクシー初乗り ２６３ １８７ １１８ ２７４～３２６ ３７４～４６７

ガソリン １リットル レギュラー １４０ １０６ １０４ ２０５ ７１

トイレットペーパー １０巻 現地製 ６２０ ５５９ ４７３
５５７

（日本製）
３０８

（４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１６７

（現地製）
８３

（現地製）
３２１ ２７２ １７２

洗濯洗剤 １kg 日本製
２５４

（現地製）
２３４

（現地製）
４０５ ２２３ ６２６

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １８７ ２８１ ２７０ ３４３ ３７４

電気料金 １kwh 住居用 １１ ９ ５０ ２３ ６

水道料金 １� 住居用 ３６ ５８ ３３ １００ ６４

新聞 １部 一般紙 １８ １８ １６ ７７ ５２

バス 市内均一区間 ３７ １８～３７ ２７ １０２～１８８ ３１

地下鉄 初乗り ５６ ３７～１３１ ７４ ９４～２０５ －

携帯

機種 iPhone５S １６G ６６，８５４ ８４，３２９ ７９，９３７ ８４，７６０ ４８，６０１

基本料金／月 ８６４ １，０８９ ２，７０４ ４，６５０ ２，８０５

通話料金／分 ４ ４ ２ １２ ２

映画チケット 大人１名 時間帯により変動１，０３３～２，６３０１，１２７～１，５０３６７６～１，５２１ ９８６ ３１７～７４８

現地価格調査（２０１５年９月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１５年８月３１日仲値
１中国元＝１８．７９円 １タイバーツ＝３．３８円 １シンガポールドル＝８５．７９円 １ロシアルーブル＝１．８７円
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― ２６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１０月号

企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

１

札幌日置株式会社 様 札幌市 日置 伸一氏 ３千万円
平成２７年８月３日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ３年
昭和５６年設立の建築資材卸売業者。堅実経営をモットーに、建築設備用断熱材を主体として順調に業績
を伸張。昨今では、変化する時代のニーズに応えるべく商品開発に傾注し、環境問題をテーマに無公
害・リサイクル可能な商品の提案を他社に先駆けて行っている。

２

株式会社新サカイヤフーズ 様 八雲町 酒井 敏行氏 ２千１百万円
平成２７年８月１３日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
平成１３年設立の冷凍食品製造業者。近代化された工場で、コロッケ・グラタンなどの調理冷凍食品やポ
テトフライ・軸付スイートコーンなどの冷凍野菜を製造。環境保全にも積極的に取り組み、平成２７年７
月「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録し、エコ企業として認定されている。

３

株式会社すすきのプラザ 様 札幌市 坂下 修氏 ２千万円
平成２７年８月２４日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
平成４年設立の飲食店向けを主体とした不動産賃貸業者。すすきの地区、北２４条地区、平岸地区等札幌
市内の繁華街に賃貸用ビル及びマンションを所有し安定した業績をあげてきた。積極的に省エネ活動に
取り組み、平成２７年８月「さっぽろエコメンバー登録制度」に認証・登録。

４

株式会社すすきのプラザ 様 札幌市 坂下 修氏 ２千万円
平成２７年８月２４日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年

同上

５

株式会社石山工務店 様 旭川市 石山 実氏 １千万円
平成２７年８月２５日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和５９年設立の地場有数のハウスメーカー。新築からリフォームまでライフスタイルに合わせた家づく
りを提案。きめ細やかなアフターメンテナンスで高評価を得ている。建築現場で生じる廃材やゴミの削
減など、地球環境の負荷軽減にも取り組み、「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録されている。

６

高砂酒造株式会社 様 旭川市 畠山 敏男氏 ３千５百万円
平成２７年８月２６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
明治３２年創業の日本酒製造・販売業者。「ここでしか造れない地酒を醸すこと、人の手で良質な酒を作り
誠実に商うこと」を基本姿勢として、淡麗辛口ブームに火をつけた「国士無双」を生み出した。また、
アイスドームでの酒搾りや、雪中貯蔵など、厳寒の地・旭川ならではの特色ある酒造りを行っている。

７

株式会社ダルク 様 石狩市 杉澤 博氏 ８千万円
平成２７年８月２６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和６０年設立の生活日用品卸売業者。札幌市内を中心に、道内と東京・大阪・仙台にて生活雑貨や家庭
用品をホームセンターや食品スーパー、ドラッグストア、ディスカウントストアなどに納入。「使う人の
目線で厳選したアイテムを格安で」をモットーに、常に新鮮なサービスを企画・開発・提供している。

８

株式会社よねざわ工業 様 恵庭市 米澤 稔氏 ６千６百万円
平成２７年８月２７日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和２７年創立の建築用コンクリートブロックの製造販売及び建築設計・施工業者。化粧・ガーデニング
ブロック・舗装用ブロックの取り扱いでは、道内随一の品揃えを誇る。恵庭に高性能工場を有し、常に
高品質な製品を製造できる体制を整え、顧客ニーズにあった商品開発に取り組んでいる。

９

佐々木機工株式会社 様 室蘭市 佐々木 智弘氏 ４千８百万円
平成２７年８月２７日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３千万円 ３年
昭和３７年創業の産業機械・同部品の販売業者で、ノズル自走式の管内洗浄機を開発するなどオリジナル
の産業機械開発にも注力している。事業運営と地球環境の保全を両立し、住みよい北海道の地域社会の
実現のため環境改善活動を推進しており、「北海道環境マネジメントシステムスタンダード」を取得。

当行が受託・引き受けした私募債発行企業の一部をご紹介します。

私募債発行企業のご紹介

８月の私募債発行企業
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私募債発行企業のご紹介

― ２７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１０月号

独立型介護老人保健施設「エバーグリーンハイツ室蘭」を運営する医療法人社団青雲会様（本
社：室蘭市、会長：赤崎 幸三氏）は、８月２８日に「北洋医療福祉債」５千万円／年限５年を利
用しました。
北洋医療福祉債は法的に債券を直接発行できない医療法人等に、まず融資を実行し、その返済
を受ける権利を銀行から特定目的会社（SPC）に譲渡することで、SPCがその権利を裏付けとし
て発行する一般企業と同様の銀行保証付私募債です。
北洋医療福祉債を利用するためには、医療法人等の規模、財務、収益内容等について厳しい基
準を満たしていることが必要であることから、「優良法人」として社会的評価がなされます。ま
た、投資家からみると、「医療法人等が確実に融資金を返済する経営体力を有するか否か」が判
断基準となります。
当会のメリットは、①間接的に債券発行のメリットを享受できることと、②健全経営のPR効

果（介護施設入居希望者増加等の副次的効果）が見込めることです。また、北洋銀行にとって
は、①お客様ニーズへの対応強化、および②医療、介護、福祉マーケットからの収益機会を拡大
できる点に意義があります。

今後も北洋銀行は、中小・中堅一般企業向けをはじめとして、医療法人等向けの本商品など、
多様な私募債を道内のお客様に対してご提案していく所存です。

【商品仕組図】

（１）当行が医療法人等に社債内容とほぼ同内容（金利、利払い方法、償還方法他）の貸付
を実行。

（２）上記貸付債権を当行がSPCに売却。
（３）SPCは購入した債権を基にABS（アセット・バックド・セキュリタイズ：資産担保証

券 銀行保証付）を私募形式で発行。
（４）ABSを当行が購入。

医療法人社団青雲会様が北洋医療福祉債を利用
～医療・介護・福祉事業者向け債券発行スキーム～
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．２ △４．０ ９８．５ △０．４ ９６．０ △５．４ ９７．６ △１．１ １０３．９ ４．９ １０５．０ ６．２

２６年４～６月 ９８．４ △３．４ ９８．８ △３．０ ９５．８ △６．１ ９７．１ △４．５ １０３．２ ０．８ １１０．１ ３．１
７～９月 ９８．０ △０．４ ９７．４ △１．４ ９６．０ ０．２ ９６．６ △０．５ １０３．４ ０．２ １１１．３ １．１
１０～１２月 ９５．５ △２．６ ９８．２ ０．８ ９５．４ △０．６ ９７．５ ０．９ １０４．１ ０．７ １１２．３ ０．９

２７年１～３月 ９７．４ ２．０ ９９．７ １．５ ９７．４ ２．１ ９９．２ １．７ １０７．５ ３．３ １１３．４ １．０
４～６月 ９５．０ △２．５ r ９８．３ △１．４ r ９７．１ △０．３ r ９６．８ △２．４ r１０２．４ △４．７ r１１４．６ １．１

２６年 ７月 ９８．８ ２．７ ９７．５ △０．１ ９６．７ １．４ ９６．９ ０．５ １０３．０ △０．２ １１０．７ ０．５
８月 ９６．９ △１．９ ９６．７ △０．８ ９４．１ △２．７ ９４．９ △２．１ １０４．４ １．４ １１１．７ ０．９
９月 ９８．４ １．５ ９８．１ １．４ ９７．３ ３．４ ９７．９ ３．２ １０３．４ △１．０ １１１．３ △０．４
１０月 ９６．５ △１．９ ９８．５ ０．４ ９７．０ △０．３ ９８．０ ０．１ １０２．３ △１．１ １１１．２ △０．１
１１月 ９５．１ △１．５ ９７．９ △０．６ ９５．１ △２．０ ９７．３ △０．７ １０３．２ ０．９ １１２．４ １．１
１２月 ９４．８ △０．３ ９８．１ ０．２ ９４．１ △１．１ ９７．１ △０．２ １０４．１ ０．９ １１２．３ △０．１

２７年 １月 ９７．１ ２．４ １０２．１ ４．１ ９７．６ ３．７ １０２．４ ５．５ １０５．０ ０．９ １１１．８ △０．４
２月 ９７．１ ０．０ ９８．９ △３．１ ９７．０ △０．６ ９７．９ △４．４ １０６．０ １．０ １１３．０ １．１
３月 ９８．１ １．０ ９８．１ △０．８ ９７．５ ０．５ ９７．３ △０．６ １０７．５ １．４ １１３．４ ０．４
４月 ９７．３ △０．８ ９９．３ １．２ ９７．６ ０．１ ９７．９ ０．６ １０５．８ △１．６ １１３．８ ０．４
５月 ９１．７ △５．８ ９７．２ △２．１ ９４．２ △３．５ ９６．０ △１．９ １０２．４ △３．２ １１２．９ △０．８
６月 ９６．０ ４．７ r ９８．３ １．１ r ９９．４ ５．５ r ９６．６ ０．６ r１０２．４ ０．０ r１１４．６ １．５
７月 p９５．８ △０．２ ９７．５ △０．８ p９６．９ △２．５ ９６．２ △０．４ p１０３．０ ０．６ １１３．７ △０．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５０△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０１９ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３０ ０．０

２６年４～６月 ２２８，５９２△２．４ ４６，９３３△２．５ ４６，０６３ △７．８ １５，１３８ △５．３ １８２，５２９ △０．９ ３１，７９４ △１．１
７～９月 ２３６，２５５ １．６ ４８，７５６ １．６ ４９，２０９ △１．１ １５，６３２ ０．８ １８７，０４６ ２．３ ３３，１２４ １．９
１０～１２月 ２６５，１６８ １．０ ５４，９０９ １．２ ６０，１９５ △１．１ １９，３０３ ０．４ ２０４，９７３ １．６ ３５，６０６ １．６

２７年１～３月 ２３７，５４８△４．２ ４９，３５２△３．９ ５４，０８０ △６．８ １６，９４５ △６．９ １８３，４６８ △３．４ ３２，４０６ △２．３
４～６月 r ２３８，７０６ ４．４ r ４９，４２０ ５．３ ４８，００３ ４．２ １６，０３４ ５．９ r １９０，７０３ ４．５ r ３３，３８６ ５．０

２６年 ７月 ８０，７８９ １．１ １７，１７７ ０．３ １７，６４５ △１．５ ６，００７ △０．６ ６３，１４４ １．８ １１，１７０ ０．８
８月 ８０，８８１ ２．５ １６，２６６ ２．８ １５，７６３ ０．５ ４，７３９ １．９ ６５，１１８ ３．０ １１，５２７ ３．２
９月 ７４，５８５ １．１ １５，３１３ １．７ １５，８０１ △２．３ ４，８８６ １．６ ５８，７８４ ２．１ １０，４２７ １．７
１０月 ７８，５３３ ０．８ １６，０６５ １．０ １７，３５６ △１．１ ５，２９３ △０．２ ６１，１７８ １．４ １０，７７２ １．５
１１月 ８２，１２９ ３．２ １７，２８６ １．９ １８，５１７ ０．９ ６，１７３ １．１ ６３，６１２ ３．９ １１，１１４ ２．４
１２月 １０４，５０６△０．６ ２１，５５８ ０．７ ２４，３２２ △２．６ ７，８３８ ０．２ ８０，１８４ △０．０ １３，７２０ １．１

２７年 １月 ８０，８５３△０．１ １７，２１５ ０．６ １８，５４８ △１．５ ５，９９５ △０．９ ６２，３０５ ０．３ １１，２２０ １．４
２月 ７３，２６６ １．４ １４，９８６ ２．０ １６，３４２ ４．２ ４，９２５ ２．９ ５６，９２４ ０．６ １０，０６１ １．６
３月 ８３，４３０△１１．９ １７，１５０△１２．３ １９，１９０ △１８．４ ６，０２５ △１８．２ ６４，２３９ △９．８ １１，１２６ △８．８
４月 ７８，５０２ ７．７ １６，０８０ ９．５ １５，６４５ １１．３ ５，２２３ １３．２ ６２，８５７ ６．８ １０，８５８ ７．９
５月 ８１，６６０ ５．６ １６，９２８ ６．３ １６，３５６ ５．１ ５，４１８ ５．８ ６５，３０４ ５．７ １１，５１０ ６．５
６月 r ７８，５４４ ０．３ １６，４１２ ０．６ １６，００２ △２．７ ５，３９３ △０．２ r ６２，５４２ １．０ r １１，０１９ ０．９
７月 ７９，３１１ ３．３ １７，０５７ ３．２ １８，０７１ ２．４ ６，１９１ ３．１ ６１，２４０ ３．４ １０，８６７ ３．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１０月号
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年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２３年度 － － － － － － － － － － － －
２４年度 － － － － － － － － － － － －
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － r ４１，７８１ － ２１０，８６４ － r ４９，１７１ － １２８，５２２ － r ３２，５０８ －

２６年４～６月 ２７，２６１ － r ９，２３４ － ５１，２２３ － r １１，６７１ － ３５，２７７ － r ８，４１９ －
７～９月 ３１，８４１ － r １０，６４２ － ５４，０８８ － r １２，４８２ － ３１，８０７ － r ８，０６２ －
１０～１２月 ３５，９５４ － １１，１８３ － ５３，０００ － r １２，７４９ － ３６，５５２ － r ８，８８６ －

２７年１～３月 ３４，９８３△２７．３ １０，７２２△２４．９ ５２，５５３ ２．１ r １２，２６９ △１．６ ２４，８８６ △１１．４ r ７，１４０ △１１．７
４～６月 r ２９，２６３ ７．３ r ９，７１１ ５．２ ５３，８２３ ５．１ r １３，０９６ １２．２ ３６，７３５ ４．１ r ８，７５０ ３．９

２６年 ７月 １０，２４１ － r ３，９４８ － １８，１８４ － r ４，２８８ － １１，０３７ － r ２，７７９ －
８月 １１，２８８ － r ３，５６５ － １８，３９４ － r ４，１９８ － １１，１６７ － ２，７６１ －
９月 １０，３１２ － r ３，１２９ － １７，５１０ － r ３，９９６ － ９，６０３ － r ２，５２２ －
１０月 １０，０６７ － ２，９９０ － １７，２８１ － r ４，０６４ － １１，０４７ － r ２，６３７ －
１１月 １１，６０９ － ３，４８７ － １７，３７０ － r ４，０４８ － １１，４２９ － r ２，７７８ －
１２月 １４，２７８ － ４，７０６ － １８，３４９ － r ４，６３７ － １４，０７６ － r ３，４７１ －

２７年 １月 １１，８７６△１２．４ ３，６２２△１１．５ １８，９５６ ９．１ r ４，０３３ ４．４ ８，３２２ △４．８ r ２，３５０ △３．６
２月 ９，５４８△１６．５ ３，０２５△１５．２ １７，２６６ ４．３ r ３，９２７ ６．３ ６，９６７ △４．４ r ２，１８５ △２．６
３月 １３，５５９△４１．４ ４，０７６△３８．２ １６，３３１ △６．８ r ４，３０９ △１２．４ ９，５９７ △２０．３ r ２，６０５ △２３．４
４月 ９，７９９ １２．４ r ３，１６６ １０．４ １７，１０４ △８．５ r ４，１３４ １３．３ １１，６８２ ８．７ r ２，８５５ ５．１
５月 ９，８２５ １２．２ ３，２９３ １１．３ １７，７８６ １７．０ r ４，５２２ １４．９ １３，８０８ ６．２ r ３，１９３ ７．８
６月 r ９，６３９△１．５ r ３，２５２△４．６ １８，９３３ ９．２ r ４，４４０ ８．６ １１，２４５ △２．４ r ２，７０２ △１．３
７月 p １１，１９５ ９．３ p ４，１３５ ４．８ p １８，８６１ ３．７ p ４，５７３ ６．７ p １１，６３６ ５．４ p ２，８３１ １．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ ２５５，７０６ △５．０ ２８４，０４４ △１．３ １０，７９１ △３．８ ３５１ △２１．０
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ ２７６，３８１ ８．１ ２８７，７０１ １．３ １１，７２２ ８．６ ４８３ ３７．６
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４３８ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３

２６年４～６月 １２７，９７３ ２．８ ２５，５７４ ５．２ ２７５，６４８ １１．２ ２８２，１１４ △１．１ ２，８３０ △０．８ １５９ ２４．６
７～９月 １４２，２８１ ３．９ ２７，７０９ ５．２ ２４８，８４６ ２．６ ２７９，２１４ △１．６ ３，７９２ △０．８ ２４８ ２７．２
１０～１２月 １３４，３２０ ３．５ ２６，８１２ ５．６ ２５９，１７１ △８．１ ３００，４０４ △０．４ ２，９６６ ０．７ ２３５ ４３．９

２７年１～３月 １２３，８６０ ３．１ ２５，３４３ ５．０ ２５４，２０９ △３．５ ２９１，０１９ △４．０ ２，７２１ ２．７ ２８８ ４６．５
４～６月 １３３，３４４ ４．２ ２７，２１９ ６．４ ２５０，６２５ △９．１ ２８５，１８８ １．１ ２，９３４ ３．７ ２３５ ４７．９

２６年 ７月 ４８，８３６ ４．０ ９，５２３ ５．７ ２６３，６７４ １０．７ ２８０，２９３ △２．０ １，１８０ △０．２ １０３ ３０．６
８月 ４８，８３２ ３．４ ９，４４４ ４．４ ２５６，４４２ ２．２ ２８２，１２４ △０．９ １，３９６ △１．９ ８６ ２５．８
９月 ４４，６１３ ４．３ ８，７４２ ５．６ ２２６，４２３ △５．０ ２７５，２２６ △１．９ １，２１６ △０．１ ６０ ２３．８
１０月 ４４，７３２ ３．８ ８，９３５ ６．０ ２６１，２４７ △３．４ ２８８，５７９ △０．７ １，１１１ △０．１ ７４ ３４．９
１１月 ４２，９７７ ２．７ ８，６２８ ５．２ ２２９，５７２ △８．１ ２８０，２７１ ０．３ ９２７ ２．２ ６３ ４９．８
１２月 ４６，６１１ ３．９ ９，２４９ ５．６ ２８６，６９４ △１２．０ ３３２，３６３ △０．６ ９２８ ０．２ ９９ ４７．５

２７年 １月 ４１，８９５ ４．３ ８，４３７ ６．２ ２４８，９４７ ０．１ ２８９，８４７ △２．４ ８４８ ０．４ ９５ ３３．５
２月 ３８，３８３ ２．７ ７，８５２ ５．１ ２３４，８６５ １．４ ２６５，６３２ △０．４ ８９５ ８．１ １１１ ４７．１
３月 ４３，５８２ ２．１ ９，０５４ ３．８ ２７８，８１６ △１０．２ ３１７，５７９ △８．１ ９７７ ０．２ ８２ ６４．２
４月 ４２，７５１ ８．０ ８，７９２ ８．４ ２５９，１９１ △１４．４ ３００，４８０ △０．５ ８２２ ４．６ ６９ ５７．４
５月 ４５，６４０ ３．８ ９，３４４ ６．４ ２５１，７０６ △４．０ ２８６，４３３ ５．５ １，０２９ ３．７ ８５ ４７．４
６月 ４４，９５３ １．２ ９，０８３ ４．６ ２４０，９７７ △８．０ ２６８，６５２ △１．５ １，０８３ ２．９ ８１ ４１．２
７月 ５０，４２２ ３．２ １０，０３２ ５．３ ２４３，２３０ △７．８ ２８０，４７１ ０．１ １，２２１ ３．５ p １３０ ２６．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１０月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ １，５３９ ０．９ ４０，５０２ ８．３ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ １，６４７ ７．０ ４４，５５９ １０．０ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，６７９ ７．０ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．６ ９７，８０５ ０．８

２６年４～６月 ８，９１５ △８．９ ２，１８８ △９．３ ６３０ ２．６ １１，７０３ △５．３ ２２，７５１ △０．４
７～９月 ８，８３１ △１５．８ ２，２２５ △１３．６ ４９４ △８．９ １１，３５６ △７．８ ２４，７５１ ２．４
１０～１２月 ９，６１８ △０．７ ２，３４０ △１３．８ ３０７ △１７．４ １１，４４３ △３．０ ２２，４１９ △２．６

２７年１～３月 ４，８６１ △３．０ ２，０５２ △５．４ ３３９ △１１．７ １０，５１０ △６．１ ２７，８８５ ３．３
４～６月 ９，４４８ ６．０ ２，３５５ ７．６ ５０３ △２０．１ １２，０２９ ２．８ ２５，５８０ １２．４

２６年 ７月 ２，９５３ △４．７ ７２９ △１４．１ １７３ △２０．９ ３，７９９ △６．１ ７，２１６ １．１
８月 ２，８２２ △１９．０ ７３８ △１２．５ １６０ △９．７ ３，８９２ △０．５ ６，８２４ △３．３
９月 ３，０５６ △２１．６ ７５９ △１４．３ １６０ １０．２ ３，６６６ △１６．０ １０，７１０ ７．３
１０月 ３，４１９ △５．３ ７９２ △１２．３ １１６ △１１．３ ４，６６８ １５．３ ６，９８１ △４．９
１１月 ３，４６５ ３７．５ ７８４ △１４．３ ９２ △３２．２ ３，５２４ △７．６ ６，６０３ △１４．６
１２月 ２，７３４ △２３．１ ７６４ △１４．７ ９９ △６．１ ３，２５１ △１７．５ ８，８３４ １１．４

２７年 １月 １，０１３ △２０．０ ６７７ △１３．０ ６２ ６０．８ ３，４７４ △１０．２ ６，７２９ １．９
２月 １，５６４ １８．３ ６７６ △３．１ ２１７ ３４．４ ４，０６２ １３．５ ７，４１６ ５．９
３月 ２，２８４ △５．７ ６９９ ０．７ ６０ △６７．５ ２，９７５ △２０．７ １３，７４０ ２．６
４月 ３，４０２ ５．１ ７５６ ０．４ １８６ △１８．５ ４，２６９ ７．２ ８，４１３ ３．０
５月 ２，７７３ ８．４ ７１７ ５．８ １６５ △９．１ ３，９００ １０．１ ７，６５０ １９．３
６月 ３，２７３ ４．９ ８８１ １６．３ １５３ △３０．８ ３，８６１ △７．６ ９，５１８ １６．６
７月 ３，４０１ １５．２ ７８３ ７．４ １８１ ４．３ ４，２１０ １０．８ ７，４１９ ２．８

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９

２６年４～６月 ４３，８５５ △５．６ １１，３８４ △７．３ １６，１０３ △８．３ １６，３６８ △１．４ ９７６，４３７ △１．９
７～９月 ４６，５７２ △６．２ １３，７５９ ４．５ １５，９４７ △１１．９ １６，８６６ △８．２ １，１０４，５２４ △４．７
１０～１２月 ３８，２８９ △７．６ １０，４２５ △１１．９ １２，３２２ △１０．０ １５，５４２ △２．３ １，０２８，５１９ △５．８

２７年１～３月 ５０，６８７ △１７．５ １５，３７２ △１５．８ １５，９８７ △２１．１ １９，３２８ △１５．７ １，３４４，０２９ △１５．５
４～６月 ４２，２８６ △３．６ １２，５３０ １０．１ １６，６６０ ３．５ １３，０９６ △２０．０ ９０７，７２３ △７．０

２６年 ７月 １８，００２ △４．６ ５，０１４ ２．２ ７，０７４ △４．４ ５，９１４ △９．８ ３９１，３７６ △２．６
８月 １１，７３７ △８．３ ３，４５０ △０．３ ４，０２２ △１３．０ ４，２６５ △９．６ ２８１，３２５ △９．５
９月 １６，８３３ △６．４ ５，２９５ １０．３ ４，８５１ △２０．２ ６，６８７ △５．８ ４３１，８２３ △３．２
１０月 １３，０６２ △７．１ ３，６６４ △５．２ ４，４９９ △１３．５ ４，８９９ △１．９ ３２８，３２９ △７．４
１１月 １２，８２２ △１３．７ ３，５６２ △１６．３ ４，１４８ △１４．２ ５，１１２ △１１．４ ３３９，８４３ △１０．２
１２月 １２，４０５ △０．９ ３，１９９ △１３．８ ３，６７５ ０．４ ５，５３１ ７．５ ３６０，３４７ ０．３

２７年 １月 １１，２６９ △２６．９ ３，０１６ △３４．７ ３，８９７ △１９．４ ４，３５６ △２６．９ ３４４，０４０ △２０．７
２月 １３，７０１ △２３．６ ４，０２４ △２２．２ ４，２７０ △２５．２ ５，４０７ △２３．２ ４１３，１９２ △１５．８
３月 ２５，７１７ △８．６ ８，３３２ △１．７ ７，８２０ △１９．５ ９，５６５ △３．７ ５８６，７９７ △１１．９
４月 １３，０９２ △２．１ ４，０４３ ２０．５ ５，２１６ ３．２ ３，８３３ △２２．８ ２６３，３７４ △１０．１
５月 １２，３９６ △８．１ ３，６００ ２．４ ４，６９０ ４．６ ４，１０６ △２５．２ ２７９，４１９ △８．２
６月 １６，７９８ △１．２ ４，８８７ ８．２ ６，７５４ ２．８ ５，１５７ △１２．９ ３６４，９３０ △３．８
７月 １６，７１２ △７．２ ５，２７２ ５．１ ７，１８５ １．６ ４，２５５ △２８．１ ３５５，８９２ △９．１

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１０月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２３年度 ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ０．４６ ０．６２ ２２，７５１ １０．７ ６０２，７３６ １３．１ ５．２ ４．５
２４年度 ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ０．５７ ０．７４ ２４，９４３ ９．６ ６６２，７２８ １０．０ ５．１ ４．３
２５年度 ９４７，７８０ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３６５ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５

２６年４～６月 ４２２，００４ ２０．５ ４６，５６３ １４．４ ０．７７ ０．８９ ２９，９９１ ７．６ ７２３，９７４ ７．２ ４．１ ３．７
７～９月 ２６５，９６８ △２４．４ ４１，５３２ △３．９ ０．８５ ０．９７ ３０，０７６ ３．６ ７３７，５９３ ３．９ ３．４ ３．６
１０～１２月 １０１，０４３ △１８．７ ３０，５４２ △６．０ ０．９１ １．０５ ２７，３１６ ３．６ ６９７，４８２ １．５ ４．４ ３．３

２７年１～３月 ８６，３５０ △２９．０ ２６，５８４ △９．３ ０．９１ １．１０ ３２，２７０ ５．５ ７９６，１９７ ３．６ ３．８ ３．５
４～６月 ３６２，４３９ △１４．１ ４５，２２０ △２．９ ０．８８ ０．９８ ３１，５９２ ５．３ ７３６，９８０ １．８ ３．４ ３．５

２６年 ７月 １２３，４３０ △２３．０ １６，２７３ ３．５ ０．８３ ０．９５ ３１，２８１ ２．２ ７６５，４０３ ４．８ ↑ ３．８
８月 ７４，８５４ △２７．８ １１，２７６ △８．１ ０．８５ ０．９７ ２８，２１４ ２．２ ６９２，２８５ △０．１ ３．４ ３．５
９月 ６７，６８４ △２３．１ １３，９８４ △８．２ ０．８８ １．００ ３０，７３４ ６．３ ７５５，０９０ ７．０ ↓ ３．５
１０月 ５２，６３８ △２１．０ １３，１６１ △７．４ ０．９０ １．０２ ３２，２０３ １．６ ８００，５７４ １．８ ↑ ３．５
１１月 ２５，０６２ △２９．６ ８，４３７ △１０．４ ０．９１ １．０４ ２５，８８８ １．１ ６５７，６５６ △３．３ ４．４ ３．３
１２月 ２３，３４３ ５．８ ８，９４４ １．０ ０．９２ １．０９ ２３，８５７ ９．５ ６３４，２１６ ６．７ ↓ ３．２

２７年 １月 １２，０９１ １８．２ ６，７０８ △１３．７ ０．９０ １．１０ ３１，９６４ ５．７ ８３５，０７８ ３．４ ↑ ３．５
２月 １４，２４８ ８．３ ７，１２２ ２．３ ０．９１ １．１１ ３１，２７７ ４．６ ７７６，２３６ １．９ ３．８ ３．５
３月 ６０，０１１ △３８．９ １２，７５５ △１２．４ ０．９０ １．０８ ３３，５６９ ６．２ ７７７，２７６ ５．５ ↓ ３．５
４月 １４９，１７２ △７．７ １８，３６１ ４．４ ０．８５ ０．９８ ３３，７６２ ５．２ ７７３，１８８ １．３ ↑ ３．６
５月 １０４，９８１ △１６．１ １１，２９４ △１４．０ ０．８８ ０．９６ ２９，６９０ ２．７ ６８１，４０４ △３．３ ３．４ ３．４
６月 １０８，２８６ △１９．９ １５，５６４ △１．８ ０．９１ ０．９９ ３１，３２５ ８．１ ７５６，３４７ ７．５ ↓ ３．４
７月 ９５，４８６ △２２．６ １４，６３２ △１０．１ ０．９６ １．０４ ３３，８７７ ８．３ ７９８，２２９ ４．３ － ３．４

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２２年＝１００ 前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２３年度 １００．３ ０．４ ９９．８ ０．０ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 １０１．５ １．２ １００．４ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １０４．５ ３．０ １０３．２ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７

２６年４～６月 １０４．７ ３．９ １０３．３ ３．３ ７７ △１９．８ ２，６１３ △８．０ １０２．１４ １５，１６２
７～９月 １０４．９ ３．５ １０３．５ ３．２ ７３ △３．９ ２，４３６ △８．６ １０３．９２ １６，１７４
１０～１２月 １０４．９ ２．８ １０３．４ ２．７ ５９ △１４．５ ２，２２２ △１３．６ １１４．５６ １７，４５１

２７年１～３月 １０３．５ １．７ １０２．７ ２．１ ８２ △１０．９ ２，２７２ △７．６ １１９．０７ １９，２０７
４～６月 １０４．２ △０．５ １０３．４ ０．１ ６１ △２０．８ ２，２９６ △１２．１ １２１．３５ ２０，２３６

２６年 ７月 １０４．８ ３．７ １０３．５ ３．３ ２４ △１１．１ ８８２ △１３．９ １０１．７２ １５，６２１
８月 １０４．９ ３．６ １０３．５ ３．１ ２８ ３．７ ７２７ △１１．２ １０２．９６ １５，４２５
９月 １０５．０ ３．１ １０３．５ ３．０ ２１ △４．５ ８２７ ０．８ １０７．０９ １６，１７４
１０月 １０５．０ ３．０ １０３．６ ２．９ ２２ △１５．４ ８００ △１６．５ １０８．０６ １６，４１４
１１月 １０４．８ ２．８ １０３．４ ２．７ １４ △４４．０ ７３６ △１４．６ １１６．２２ １７，４６０
１２月 １０４．８ ２．７ １０３．２ ２．５ ２３ ２７．８ ６８６ △８．５ １１９．４０ １７，４５１

２７年 １月 １０３．７ １．９ １０２．６ ２．２ ２３ △２８．１ ７２１ △１６．５ １１８．２４ １７，６７４
２月 １０３．１ １．５ １０２．５ ２．０ ２０ ０．０ ６９２ △１１．５ １１８．５７ １８，７９８
３月 １０３．７ １．６ １０３．０ ２．２ ３９ △２．５ ８５９ ５．５ １２０．３９ １９，２０７
４月 １０４．０ △０．３ １０３．３ ０．３ ２４ △２５．０ ７４８ △１８．１ １１９．５５ １９，５２０
５月 １０４．２ △０．６ １０３．４ ０．１ １６ △１５．８ ７２４ △１３．１ １２０．７４ ２０，５６３
６月 １０４．３ △０．６ １０３．４ ０．１ ２１ △１９．２ ８２４ △４．７ １２３．７５ ２０，２３６
７月 １０４．４ △０．４ １０３．４ ０．０ ２９ ２０．８ ７８７ △１０．７ １２３．２３ ２０，５８５

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１０月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 ４０１，４６７ ７．２ ６３９，４００ △２．１ １，６９８，５３０ ３．８ ７２０，９７８ ３．４
２５年度 ４７１，８５１ １７．５ ７０８，５６５ １０．８ １，９１４，９７９ １２．７ ８４６，１２９ １７．４
２６年度 ４６８，４７９ △０．７ ７４６，７０３ ５．４ １，３４９，１７９ △２９．５ ８３８，１４６ △０．９

２６年４～６月 １０９，０８５ △１．６ １７６，１３２ ０．１ ３０２，３２３ △３０．４ ２０１，９００ ２．８
７～９月 １１５，６８４ ２．５ １８２，７８８ ３．２ ３２３，３６２ △２７．１ ２１１，６０６ ２．４
１０～１２月 １２７，５６４ ４．８ １９７，６６６ ９．１ ３７４，５２３ △２６．４ ２２０，７２８ １．２

２７年１～３月 １１６，１４６ △８．１ １９０，１１７ ９．０ ３４８，９７２ △３３．９ ２０３，９１３ △９．３
４～６月 r １１４，６７４ ５．１ １８７，９６２ ６．７ r ２９７，０８４ △１．７ １９１，５０５ △５．１

２６年 ７月 ３７，６０１ ２．７ ６１，９１９ ３．９ １０３，６５０ △２１．９ ７１，５８５ ２．４
８月 ３４，９６６ △４．１ ５７，０４８ △１．３ １０５，６３６ △３６．４ ６６，５８０ △１．４
９月 ４３，１１７ ８．３ ６３，８２１ ６．９ １１４，０７５ △２１．３ ７３，４４１ ６．２
１０月 ４２，５４９ ５．６ ６６，８７３ ９．６ １１４，１５０ △３３．２ ７４，２９１ ３．１
１１月 ４０，３３０ ９．４ ６１，８７５ ４．９ １２５，４６３ △２３．４ ７０，８６３ △１．６
１２月 ４４，６８５ ０．２ ６８，９１８ １２．８ １３４，９０９ △２２．６ ７５，５７４ １．９

２７年 １月 ４３，７１５ ３１．８ ６１，４３４ １７．０ １２７，８５０ △３７．６ ７３，１７２ △９．１
２月 ３２，１２５ △２２．２ ５９，４１４ ２．５ １０５，６４０ △３１．８ ６３，６９９ △３．６
３月 ４０，３０６ △２２．４ ６９，２６８ ８．５ １１５，４８２ △３１．２ ６７，０４２ △１４．４
４月 ４２，９２１ △４．１ ６５，５０２ ８．０ １０２，２９９ △１２．２ ６６，０９５ △４．１
５月 ３４，１２２ ８．７ ５７，４０３ ２．４ r １０１，４４７ １０．７ ５９，６０９ △８．６
６月 r ３７，６３１ １４．２ ６５，０５７ ９．５ r ９３，３３８ △０．８ r ６５，８０１ △２．９
７月 p ５３，５９８ ４２．５ ６６，６３７ ７．６ p１０７，６２５ ３．８ p ６９，３２１ △３．２

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
２６年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４７８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４７６ ３．３

２６年４～６月 １４５，９４２ ２．１ ６，５０８，６２０ ２．７ ９２，５４９ １．７ ４，３５５，４９１ ２．７
７～９月 １４４，１０３ １．０ ６，５１０，０３５ ２．６ ９３，１０１ △０．１ ４，４０７，６０３ ２．７
１０～１２月 １４７，７６０ ２．４ ６，５８３，２６４ ３．１ ９４，９４８ １．９ ４，４７０，４０９ ３．２

２７年１～３月 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４７８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４７６ ３．３
４～６月 １４９，８７６ ２．７ ６，７６０，８９３ ３．９ ９４，０１９ １．６ ４，５０１，４５２ ３．４

２６年 ７月 １４４，４９７ ２．２ ６，４２４，２９９ ２．３ ９２，６７１ ２．０ ４，３４４，４５０ ２．５
８月 １４５，５３１ １．８ ６，４４０，７１１ ２．６ ９３，００５ ２．０ ４，３５３，７５７ ２．６
９月 １４４，１０３ １．０ ６，５１０，０３５ ２．６ ９３，１０１ △０．１ ４，４０７，６０３ ２．７
１０月 １４３，５８１ １．２ ６，４４５，９８５ ２．６ ９３，４４５ ０．９ ４，３７８，９５６ ２．９
１１月 １４６，０２３ ２．０ ６，５４４，３２２ ３．５ ９３，９２０ １．８ ４，４１５，８８５ ３．１
１２月 １４７，７６０ ２．４ ６，５８３，２６４ ３．１ ９４，９４８ １．９ ４，４７０，４０９ ３．２

２７年 １月 １４５，６７２ ２．６ ６，５５３，７６３ ３．１ ９４，４２８ ２．０ ４，４４４，９５６ ３．１
２月 １４６，５４３ ３．０ ６，５８９，８７３ ３．６ ９４，５５８ ２．１ ４，４６０，２６７ ３．４
３月 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４７８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４７６ ３．３
４月 １４７，５３４ ２．０ ６，７１６，２１４ ３．５ ９３，７７６ ０．７ ４，４７２，０７４ ３．３
５月 １４８，６５９ ２．５ ６，７５９，４０６ ４．４ ９３，８６５ ０．９ ４，４８２，１０６ ３．４
６月 １４９，８７６ ２．７ ６，７６０，８９３ ３．９ ９４，０１９ １．６ ４，５０１，４５２ ３．４
７月 １４７，６５０ ２．２ ６，７１０，４２９ ４．５ ９４，４２７ １．９ ４，５０８，４５２ ３．８

資料 日本銀行

主要経済指標（５）

― ３２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１０月号
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●道内経済の動き 

●平成27年度北海道経済の見通し＜改訂＞ 

●大学発ベンチャーブーム、再燃か？ 

●「ユジノサハリンスク日本食文化週間」を振り返って 
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判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞ この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」 

古紙配合率100％紙を使用しています。 
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